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０．大型景気対策の
　　スピード実施を（略）

「経済危機克服のための有識者会合」
（平成21年3月21日）における

岡村日商会頭の意見
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１．中小企業の実態
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中小企業の実態中小企業の実態

中小企業の数中小企業の数 ：： 約約419.8419.8万社万社
　　((会社数会社数++個人事業者数個人事業者数))

全企業に占める割合全企業に占める割合 ：： 99.799.7％％

全雇用者に占める割合全雇用者に占める割合 ：： 69.469.4％％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務省「事業所・企業統計調査」(2006年)を再編加工 ）

※うち小規模企業：約366.3万社

※うち小規模企業：87.0％

雇用者は約雇用者は約3,0003,000万人万人
経営者・家族を含めると経営者・家族を含めると5,0005,000万～万～6,0006,000万人万人

日本人の約半数が中小企業に従事日本人の約半数が中小企業に従事
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◆都道府県別業況判断◆都道府県別業況判断DIDI（（20072007年平均）年平均）
　　地域によって業況感にばらつきが　　地域によって業況感にばらつきが
　　生じている　　生じている

地域別に見た中小企業の業況感地域別に見た中小企業の業況感

いいいい

悪い悪い
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「ＩＴコーディネータ」資格保有者の県別・地域別分布「ＩＴコーディネータ」資格保有者の県別・地域別分布

（2007年3月末現在）

首都圏に
集中
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経済産業省の特定サービス産業実態調査(平成16年11月実施、平成17年11月発表)

ＩＴベンダーの数と売上高の全国分布ＩＴベンダーの数と売上高の全国分布

◆全国に約◆全国に約77千社と言われるＩＴベンダー（情報サービス業に携わる千社と言われるＩＴベンダー（情報サービス業に携わる
　事業所）の　事業所）の3030％が東京に集中、半数以上が大都市圏に集中。％が東京に集中、半数以上が大都市圏に集中。
　また売上高では大都市圏で　また売上高では大都市圏で80%80%を占める。を占める。
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【中小企業の態様】
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【ＩＴ化の現状】
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【支援者の現状】
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中小企業の果たす役割中小企業の果たす役割

産業活力や地域経済を支える重要な担い手
雇用創出の面からも極めて重要な存在

中 小 企 業 の 活 力 強 化中 小 企 業 の 活 力 強 化
地 域 産 業 の 活 性 化地 域 産 業 の 活 性 化

絶え間ないイノベーショ
絶え間ないイノベーションン（勇気ある挑戦）
（勇気ある挑戦）

だからこそ……

ＩＣＴを活ＩＣＴを活
⽤⽤

した経営した経営

1012Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.



２．大企業と中小企業の
　　生産性比較
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日本の労働生産性の現状と国際比較日本の労働生産性の現状と国際比較
◆◆日本の労働生産性は第日本の労働生産性は第2020位、米国の位、米国の77割程度、Ｇ７平均より低い割程度、Ｇ７平均より低い

※※労働生産性＝付加価値額労働生産性＝付加価値額÷÷労働投入量（従業員数）労働投入量（従業員数）
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◆大企業に比べて中小企業では労働生産性の水準が低い

大企業と中小企業の生産性比較大企業と中小企業の生産性比較

※※労働生産性＝付加価値額労働生産性＝付加価値額÷÷労働投入量（従業員数）労働投入量（従業員数）
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（単位：万円）　
2000
年

2001
年

2002
年

2003
年

2004
年

2005
年

2006
年

大企業 12.53 12.13 12.22 12.72 13.09 13.36 13.60 

中小企業 5.05 5.10 5.09 4.79 4.86 4.50 4.46 

労働生産性の推移
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中小企業（資本金1千万円未満）

出典：財務省「法人企業統計」

差は拡大
向上

下落

16Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.



３．商工会議所における
　　地域再生への取り組み
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商工会議所とは商工会議所とは

◆総数：５１６商工会議所
◆総会員数：１４１万社

◆商工会議所とは
商工会議所法に基づく特別認可法人
会員組織だが、小規模事業者を対象

　とした経営支援事業では会員や非会
　員にかかわらず、事業活動を展開し
　ている

◆地域総合経済団体
(1)地域性－地域を基盤
(2)総合性－会員はあらゆる業種・業態の商工業者で構成
(3)公共性－組織や活動などの面で強い公共性を持つ
(4)国際性－世界各国に商工会議所が組織されている
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商工会議所の取り組み例商工会議所の取り組み例
観光振興の推進観光振興の推進観光振興の推進

◆地域における「ニュー・ツーリズム」の展開◆地域における「ニュー・ツーリズム」の展開

①「まちづくり」の①「まちづくり」の
視点に立って視点に立って

観光振興を推進観光振興を推進

②広域観光や産業観光②広域観光や産業観光
など新しい切り口を持つなど新しい切り口を持つ

「ニュー・ツーリズム」の「ニュー・ツーリズム」の
振興に取り組む振興に取り組む

③「観光立国」に③「観光立国」に
ふさわしいふさわしい

観光政策の実現観光政策の実現

商工会議所が主体的に商工会議所が主体的に
観光振興に取り組む観光振興に取り組む

観光振興を観光振興を
まちづくり運動まちづくり運動
として進めるとして進める

「全国商工会議所観光振興大会」を毎年開催「全国商工会議所観光振興大会」を毎年開催

20042004年　宇都宮（栃木県）年　宇都宮（栃木県）
20052005年　倉敷（岡山県）年　倉敷（岡山県）
20062006年　函館（北海道）年　函館（北海道）

20072007年　浜松（静岡県）年　浜松（静岡県）
20082008年　南九州年　南九州

　（鹿児島・熊本・宮崎）　（鹿児島・熊本・宮崎）
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地域が一丸となって、地域の伝統的な技術や素材などの資源を地域が一丸となって、地域の伝統的な技術や素材などの資源を
生かした製品等の価値・魅力を高め、「日本」を表現しつつ世界に生かした製品等の価値・魅力を高め、「日本」を表現しつつ世界に
通用する「ＪＡＰＡＮブランド」を実現していこうとする取り組み通用する「ＪＡＰＡＮブランド」を実現していこうとする取り組み

ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業
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ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業

((例例))三河佃煮ブランディング戦略策定事業　三河佃煮ブランディング戦略策定事業　
実施主体：豊橋商工会議所（愛知県）実施主体：豊橋商工会議所（愛知県）

三河地域一帯は、味噌・醤油・みりん・酒などの醸
造調味料の生産が盛んで、新鮮な小魚やあさりが豊
富に漁獲されることから、佃煮生産にとっては極めて
有利な地域。

三河佃煮が持つ高い技術力と業界におけるポテン
シャルを発信するため、三河佃煮ブランドとして広く
普及するための具体的な戦略を策定。
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地域の小規模事業者が地元の商工会議所等と協力・連携して、全国市場をター
ゲットに行う新たな特産品や観光資源開発の取り組みを、総合的に支援する事業
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（１）人材育成から就職までワンストップ（１）人材育成から就職までワンストップ

研修事業等を
通じた実践型
人材育成

研修事業等を研修事業等を
通じた実践型通じた実践型
人材育成人材育成

検定試験を
通じた能力
の評価

検定試験を検定試験を
通じた能力通じた能力
の評価の評価

（２）長年の歴史と実績、公的性格を有する日商検定（２）長年の歴史と実績、公的性格を有する日商検定

・半世紀以上にわたり、全国規模で統一基準により実施。・半世紀以上にわたり、全国規模で統一基準により実施。
・日商と各地会議所の共催で・日商と各地会議所の共催で1212種類の検定を実施。種類の検定を実施。
・商工会議所法に基づき実施、公的性格を有する。・商工会議所法に基づき実施、公的性格を有する。
・年間約・年間約8080万人が受験。昭和万人が受験。昭和1919年創設時から平成年創設時から平成1919年度年度
　までの総受験者数は約７千万人、合格者数約２千万人。　までの総受験者数は約７千万人、合格者数約２千万人。

商工会議所の人材育成・活用事業商工会議所の人材育成・活用事業商工会議所の人材育成・活用事業

有用な人材と
企業との
マッチング

有用な人材と有用な人材と
企業との企業との
マッチングマッチング

（就職説明会や職業紹介事業など）

※出典：「商工会議所の産業人材育成・確保事業への取り組みについて－産業人材小委員会中間報告書－」
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学習コンテンツ 学習環境、機会資格試験

Ｅラーニングの提供 「ネット試験」の拡充 認定講師による学習支援

全国の「学習センター」（約1800会場）においてワンストップで提供

20年度
本格稼働

18年度
本格稼動

平成４年～
日商マスター制度
各種講師養成研修

商工会議所の人材育成・活用事業商工会議所の人材育成・活用事業商工会議所の人材育成・活用事業

19年度
ＩＴ経営入門研

修

地域中小企業の人材育成、ＩＴ利活用支地域中小企業の人材育成、ＩＴ利活用支
援援

・電子会計実務検定試験
・ＥＣ実践能力検定試験
・日商ＰＣ検定試験
・ビジネスキーボード認定試験

Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.



ＩＴ経営応援隊事業ＩＴ経営応援隊事業ＩＴ経営応援隊事業
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研修会事業の展開イメージ

ＩＴ経営の進度

第１段階
情報システムの導入

第２段階
情報システムを
部門内で活用

第３段階
情報システムを

部門を越えて活用

第４段階
情報システムを

企業を越えて活用

企
業
規
模

低 高

中
堅
・
中
小
企
業

小
規
模
企
業

ITIT経営実践研修会経営実践研修会

ITIT経営気づき研修会経営気づき研修会

中小企業中小企業
ITIT経営力大賞経営力大賞

導入支援導入支援

入門編

基礎編

経営者研修会
CIO育成研修会
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【ＩＴ経営応援隊における研修会の概要】

ＩＴ経営気づき研修会 ＩＴ経営実践研修会

実施主体 主催：日商
共催：各地商工会議所・商工会・中央会。
全国で２１５カ所実施

全国公募に応募した実施機関の中から
審査を経て、「経営者研修会」は53機関
（105回、1,104名）、「CIO育成研修会」
は6機関（6回）を採択

研修対象 小規模事業者を中心とする中小企業経
営者等

中小企業経営者等

講　師 ＩＴコーディネータ、日商マスター等 ＩＴコーディネータ、中小企業診断士等

趣　旨 ＩＴ経営への“気づき”をもたらす 実践でＩＴ経営に必要な成果物（経営戦
略企画書など）を作成する

コース ①入門編
②基礎編

①経営者研修
②ＣＩＯ育成研修会



【ＩＴ経営応援隊気づき研修会の実績】

Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.

種　別 開催件数 受講者数 1件当たり平均

受講者数
入門編 １５７ ２，０９３ １３．３

基礎編 ５８ ７０８ １２．２

計 ２１５ ２，８０１ １３．０

種別 種　別
開催件
数

受講者数
1件当り平均

受講者数
入門編 ９９ １，２７２ １２．８
基礎編 ４６ ５３７ １１．６日本商工会議所
計 １４５ １，８０９ １２．５

入門編 ４３ ５８３ １３．６
基礎編 ― ― ―全国商工会連合

会 計 ４３ ５８３ １３．６
入門編 １５ ２３８ １５．８
基礎編 １２ １７１ １４．２

全国中小企業団
体中央会

計 ２７ ４０９ １５．１

【実施機関別内訳】
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４．地域再生に求められる
　　ものは？
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地域再生は地域再生は““人づくり人づくり””から！から！

地域には「人」「モノ」地域には「人」「モノ」
「カネ」「マーケット」「カネ」「マーケット」
が不足しているが不足している

◇ビジネスある処に「人」は集まる◇ビジネスある処に「人」は集まる
◇「人」の集まる処にビジネスが◇「人」の集まる処にビジネスが
　発生する　発生する

“人づくり”が重要““人づくり人づくり””が重要が重要

①絶え間ないイノベーションに①絶え間ないイノベーションに『『挑戦する力挑戦する力』』
②自分たちの「まち」をどうしたいか、ストーリーを②自分たちの「まち」をどうしたいか、ストーリーを『『伝伝
達する力達する力』』
③「人」「人」（ひとびと）を③「人」「人」（ひとびと）を『『巻き込む力巻き込む力』』

商工会議所商工会議所

大学など大学など 地域の企業など地域の企業など

商工会議所の役割商工会議所の役割 橋渡し橋渡し

まずは…
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５．ＩＴコーディネータへの期待
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政策委員会意見書「『わが国のＩＴ革命の推進と中
小企業のＩＴ化支援』について」

Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.

【以下、意見書より抜粋】
「また、中小企業者が戦略的な情報化投資を立案するに当たって、的確
な指導・助言を行えるパートナーの育成・確保が重要であり、現在政府
で検討されているＩＴコーディネーター制度を早期に実現されたい。
　さらに、日本商工会議所では、中小企業のＩＴ化について気軽に相談
に応じ、必要があればＩＴコーディネーターにつなぐなどの活動を行う
“ＩＴヘルパー制度”（大企業や情報関連産業の退職者を活用）の仕組み
を検討しているが、政府は、中小企業支援の中心的役割を担っている全
国３００カ所の地域中小企業支援センター等にＩＴヘルパーを配置する
など、体制強化を図られたい。」

　

　日本商工会議所では平成12年７月17日、東京商工会議所と共同で、中
小企業のIT化支援の際の指導・助言を行えるパートナーとして、ＩＴコー
ディネータ制度の早期実現のための意見書を公表。
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【ＩＴ新改革戦略】
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【ＩＴ新改革戦略】

（本資料は、専門調査会ホームページより掲載）



【ＩＴコーディネータ協会と日本商工会議所との連携】

平成１８年１２月～平成２０年３月

ＩＴ経営キャラバン隊（マイクロソフト、ＩＴＣＡ、日本商
工会議所等１２団体が発起人、経済産業省等の後援）

平成１９年９月～２０年１月

「１日経営者研修会」を全国にて１４０回開催

平成１８年８月

ＩＴＣＡ業務開発・広報委員会委員長の西岡郁夫氏と主要
商工会議所情報担当部長との懇談会開催

平成２０年６月～２１年３月

「気づき研修会」を全国にて２１５回開催

35Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.



【商工会議所平成21年度事業（予定）】

Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved.

「ＩＴ経営気づき研修会」（ＭＥＴＩ）

Ｊ－ＳａａＳ普及セミナーの開催（ＭＥＴＩ）

「小規模企業経営支援情報・金融連携事業」（中小企業庁）
　　～全国連「ネットｄｅ記帳」による自計化～

地域力連携拠点事業（中小企業庁）

情報セキュリティ（ＭＥＴＩ／ＩＰＡ）　等
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３．企業におけるＩＴ利活用のステージと生産性の関係３．企業におけるＩＴ利活用のステージと生産性の関係

日・米・韓のＩＴステージの現状

　我が国企業の多くはＩＴステージは部門内最適にとどまる。

　ＩＴ利活用のステージが高い企業ほど生産性は高い。
米国は企業内最適　　

（出所）経済産業省「『ＩＴ経営力指標』を用いた企業
のＩＴ利活用に関する現状調査」（平成１９年３月）

全要素生産性（ＴＦＰ）の成長率

3%
5%

第１段階
第２段階

第３段階

第４段階
12.7 58.4 24.1 4.9

6.6 67.8 22.4 3.3

0 46.2 44.9 9.0

15.1 58.8 21.6 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

米国

韓国

３国平均

16 .7 18 .8 6 .3 58 .3

21 .9 22 .8 5 .8 49 .6

33 .1 20 .6 5 .8 40 .5

36 .3 23 .3 10 .3 30 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ステージ４

ステージ３

ステージ２

ステージ１

ＩＴステージと労働生産性の関係（日本）
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5000万～1億円／人 1億円／人以上
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【中小企業のパートナーとして】

■ 「壁」をブレークスルーするＩＴコーディネータ

■ 中小企業経営者にとってのＩＴコーディネータとは？
～演壇をおりて、経営者の横に立ち、同じ目線で～

■ 経営者の目線に、自分の目線をシンクロさせる

　⇒経営者の方が見ている「もの」を一緒に見る

　⇒経営者の話に耳を傾け、理解する

■ 経営者の方に自分の「言語」が理解されているか？

　⇒「ＩＴのプロ」＜「経営のプロ」

■ 中小企業経営者は一人のアーティスト

⇒ある編集者は「一つの事を実現するため百回の頼まれ事をやる」

⇒「実験100回で１回成功」と「訪問100軒で１件成約」の違い

⇒コンサルティングの前に信頼確保を。
Copyright 2009 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved. 38



【結び】

■日本商工会議所及び商工会議所は今後とも、中
小企業のＩＴ経営の普及に尽力して参りたいと
存じますので、ＩＴコーディネータの皆様のご
協力をお願い申し上げます。

■ご清聴ありがとうございました。
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